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要旨 

本研究の目的は，組織内での情報共有行動と情報専有行動の関係性とその先行要因を整

理・統合することで，それらにかかわる既存研究の問題点を指摘し，その解決方法を提示

することである．情報共有行動と情報専有行動は独立していて，情報が共有されるかどう

かについては 2 つの行動を同時に分析する必要がある．また，情報共有と情報専有の先行

要因を個人要因，関係要因，組織要因の３つに分類し，それらを複合的に分析することで

より精緻に組織内の情報共有を明らかにできることを示した． 

 

キーワード：情報共有，情報専有，ネットワーク，知識共有，ナレッジマネジメント  

 

Abstract 

The purpose of this study is to review the relationship between information sharing and 

information withholding in organizations and its antecedents, to point out the problems of 

existing studies, and to present solutions to them. Information sharing and information 

withholding exist independently, and it is necessary to analyze the two behaviors 

simultaneously to determine whether information is shared or not. In addition, we classified 

the antecedents of information sharing and withholding into three categories: individual 

factors, relational factors, and organizational factors, and pointed out that information sharing 

in organizations can be clarified more precisely by analyzing these factors in a combined 

manner. 

 

Keywords: Information Sharing, Information Withholding, Network, Knowledge Sharing, 

Knowledge Management 
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1. はじめに 

情報や知識の共有は経営管理システムにおいて重要な意味を持つ（Witherspoon et al., 

2013）．その中でも，組織構成員間の情報交換はナレッジマネジメントのプロセスにおけ

るきわめて重大な要素である（Cabrera & Cabrera, 2002）．また，情報共有が組織成果に対

して正の効果があることをしばしば指摘されている（e.g., Mesmer-Magnus & DeChurch, 

2009; Rulke and Galaskiewicz, 2000; Srivastava et al., 2006）．そのため，個人要因や組織要

因 か ら情 報共 有を 促進す る よう な 先 行要 因を探 る 研究 が 多 く行 われて き た （ e.g., 

Kharabsheh, 2007; Miller and Jablin, 1991; Mooradian et al., 2006; Von Hippel, 1994）． 

また，一方で，情報共有を組織内の構成員間の関係性，つまりネットワークの視座から

捉える領域も存在する．組織構成員間の関係性を通じて，組織構成員は有効な情報を獲得

し，組織内での成果を高める（e.g., Carnabuci & Diószegi, 2015; Sparrowe et al., 2001）．情

報共有のネットワークは，組織の情報が流れるネットワークとして機能し，その構造によ

って情報共有の効率性などが決定する．組織構成員がすべてつながっているような単純に

密度の高いネットワークが組織の情報共有システムとして効率的というわけではない場合

もある（e.g., Sparrowe et al., 2001）1．なぜなら，組織的な要因や情報の特性によって，最

適なネットワーク構造が変化するからである．ネットワーク研究の議論はどれも重要な知

見を生み出してきているものの，多くの情報共有研究で考慮される要因とは分けて考えら

れている．そのため，個人や組織の要因から情報共有行動を促進するような要因を探求す

る研究と関係性に主眼を置いたネットワーク研究の知見を統合することが本研究の目的の

一つである．また，組織内での情報共有行動と対置される概念としての情報専有行動につ

いての知見も整理し，組織構成員それぞれが組織内で実際にはその両方の行動にかかわる

選択を強いられていて，その中で選択しながら情報共有がなされていることを示す．まず，

本稿では，組織内の情報とその共有行動についての基本となる議論を整理し，情報共有行

動と情報専有行動に影響を及ぼすような要因を個人・組織・関係特性という３つの次元に

分けて整理する．その上で，組織内の情報共有を促すために組織が考えなくてはならない

残された問題と今後の研究展開を提示することを本研究の目的とする． 

 

2. 組織内の情報とその共有 

 一般的には，情報を有するというのは知的資本を有していると捉えることもでき，それ

らを有していることが組織に対して基本的に正の効果をもたらすことがこれまで指摘され

てきた（e.g., Chen et al., 2005）．また，リソース・ベースド・ビューの観点では，組織内

の情報は組織における競争優位性になり，暗黙の情報であれば模倣困難性から競争優位性

はより高くなる（e.g., Teece, 1998）．本節では，そのような情報・知識という概念やその

 

1 このような密度と成果の正の関係性がある程度認められている研究があるものの，必ず

しも強くないことは多くの研究で指摘されている（e.g., Balkundi & Harrison, 2006）． 
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共有行動に関する説明と整理を行う． 

 

2.1. 組織にかかわる情報 

 組織において重要な役割を担う情報には製品開発にかかわる情報や人間関係にかかわる

情報，直接職務にかかわる情報，危機管理にかかわる情報など多様な情報が含まれる．

Miller and Jablin（1991）では，組織への新規加入者に限定すると，職務関連情報や評価情

報，人間関係情報の３つに大別可能であることが指摘されている． 

また，情報というのは他の類似概念と区別される．代表的なものとして知識があり，類

似概念の弁別を行う研究も存在している（Alavi & Leidner, 2001）．Alavi and Leidner

（2001）によると，知識というのは，個人の頭の中に存在している情報のことを指してい

て，事実や概念，解釈，アイデア，観察，判断と関連がある．さらに，情報が個人の頭の

中で処理された時に知識となり，その知識は文章やグラフィック，文字，他のシンボリッ

クな形態によって表現・提示された時に情報となるということも指摘されている．また， 

Nonaka（1994）によると，情報はメッセージのフローであり，その所有者のコミットメ

ントや信念に基づいた情報のフローによって創出・組織化されたものが知識である．つま

り，知識は自身の知っていることであり，頭の中のみに存在しているものである．その中

には，理解や解釈，学習のメンタル・プロセスが含まれる．対して，情報は頭の中ではな

く，受け手のコンテクストに埋め込まれている何らかの操作可能な単純な事実によって構

成されたデータのことを指す（Wilson, 2002）． 

このように，情報と知識は異なる概念として弁別されるものの，しばしばナレッジマネ

ジメントの文脈ではモデル構築の際に情報と知識を同様のものとして扱う場合も存在する

（e.g., Hedlund, 1994）．また，Witherspoon et al.,（2013）でも，知識共有の先行要因を探

るメタ分析を行っているものの，その対象となる文献には情報共有も内包され，情報共有

と知識共有の区別が行われていない．本稿でも，それらの違いを認めながらも，情報と知

識の両方の共有行動に着目する．なぜなら，基本的に本稿の主眼が共有行動とその先行要

因にあり，共有するかしないかの意思決定は本質的には共通する部分が多いと考えられる

からである．したがって，本稿では，情報共有だけでなく，知識共有とその行動について

も扱うこととする2． 

 

 

2 コストの視点から考えると，情報を共有することと知識を共有することでは，違いが存

在することが想定される．なぜなら，知識には理解や解釈，学習が含まれるため共有相手

とのより濃密な相互作用が必要になるためである．このように考えると，先行要因の検討

を行う上で，情報と知識はそれぞれ一部異なる先行要因に影響を受ける，あるいは，同じ

要因であっても多少異なる効果を示すこともあると考えられる．本稿では，その点を弁別

しないため研究の限界として残り，今後の研究課題の一つとしたい． 
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2.2. 組織内における情報共有 

本稿の想定する，情報・知識共有行動とは，自身の所有する情報を提供する，あるいは，

受け取るための行動を指す．その行動を通じて組織で情報・知識が共有されるのである． 

Nonaka（1994）によると，知識共有は必ずしも言語化を通じて行われる必要はなく，

観察や模倣，経験からも得られる．さらに，経験を共有することを通じて暗黙知を創出す

るプロセスを社会化と呼び，具体的な経営上の場面としては OJT などがそれにあたる．そ

のほかの情報や知識の共有場面として，一般的には，職場や職場外での対面のコミュニケ

ーションや電子メールでのやり取り，電話などを通じた情報共有が想定される場面である． 

このようにして共有された情報というのは，情報を受け取る個人やチーム，組織全体の

パフォーマンスと正の関係にあることが指摘されている（e.g., Mesmer-Magnus & 

DeChurch, 2009; Rulke & Galaskiewicz, 2000; Srivastava et al., 2006）．その中でも Rulke 

and Galaskiewicz（2000）では，その効果が専門家集団よりもゼネラリスト集団の方がよ

り効果があることが示されている．さらに，この情報共有とパフォーマンスの関係性につ

いて Mesmer-Magnus and DeChurch（2009）では，メタ分析を行い，情報共有がチームパ

フォーマンスを高めることを確認したうえで，その効果が情報共有の範囲の広さを表す開

放性が高い情報共有より，どの程度それぞれのメンバーが異なる知識を活用しているかを

表す独自性の高い情報共有の方がよりチームパフォーマンスに対して強く効果が表れるこ

とが指摘された． 

情報・知識共有によって情報や知識が組織内の個人に広がることは組織に対して正の効

果が多数指摘されているが，必ずしも容易に情報共有がすべての組織で行えるわけではな

い．情報共有に関する他の視座として，情報共有にかかわるコストが存在する（Cabrera & 

Cabrera, 2002; Von Hippel, 1994）．Von Hippel（1994）によると情報には移転コストがか

かるため，情報粘着性が存在する．情報粘着性とは，情報探索者に対して利用可能な形で，

ある特定の情報を移転する際にかかる増分のコストである．このコストが低い場合は粘着

性が低く，コストが高い場合は粘着性が高いと表現する．この粘着性は，情報の特性だけ

でなく，情報の探索者と情報の提供者の特性と選択によっても影響を受ける．特に，情報

の特性においては，共有するのが困難な情報も存在する．その一つの例として，暗黙知や

暗黙の情報がある．組織内の情報共有を行うためにはコストが存在し，コストに割く資源

が無限にあるわけではないということを考えると，個人においても主体性をもって情報共

有をするか否かの決定が下されていることになる．したがって，何らかの要因によって情

報共有を行う個人は，「情報共有を行う」という選択を取り，行動している．この選択に

影響を及ぼす要因を検討することで，組織内の情報共有がどのようにしたら促進するのか

を明らかにすることができる． 
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3．組織内の情報共有に影響を与える要因の検討 

3.1. 情報共有研究から見る情報共有の先行要因 

情報共有研究では，主として，組織の状況や組織を取り巻く環境を表す組織要因や個人

特性などを表す個人要因によって情報共有が影響を受けることが指摘されている．まず，

組織要因の代表的なものとして，不確実性が存在する（Miller & Jablin, 1991）．Miller and 

Jablin（1991）によると，行動と成果の関係性に関する不確実性の高さは，個々人のコミ

ュニケーション行動，特に情報探索行動に影響を及ぼす．そのため，組織構成員は情報を

獲得することで，その不確実性を低減しようと試みるのである．また，情報共有を促進さ

せる要因に関するメタ分析を行った Mesmer-Magnus and DeChurch（2009）では，タスク

の論証可能性と問題となる議論の構造化の程度，協調性が情報共有を促進させることが指

摘された． 

そのほかにも，組織能力の側から見ると，Kharabsheh（2007）では，学習志向性と企業

の吸収能力，IT インフラの有効性が知識共有のレベルと正の関係にあることが指摘されて

いる．情報共有のための IT 技術に関する議論はしばしば登場し，コンピュータを媒介とし

たコミュニケーション（Van den Hooff & de Leeuw van Weenen,2004）や電気通信技術な

どを活用した IT にかかわる情報共有システム（Teece, 1998）によって情報・知識の共有

は促進する．  

また，組織構成について Ancona and Caldwell（1992）では，組織内にダイバーシティが

存在していることで組織やチームのメンバーがより多様な情報にアクセスすることができ

ることが指摘されている3．Dahlin（2005）でもチーム内の構成員のこれまで受けてきた

教育・国籍の多様性と活用される共有情報の幅の関係性が逆 U 字（教育）と U 字（国籍）

関係にあることが示された． 

このような組織的な要因だけでなく，ミクロな要素である組織構成員の特性や態度，意

思が先行要因として情報共有に影響を及ぼす（e.g., Borges, 2013; Lin, 2007; Mooradian et 

al., 2006; Van den Hooff & de Leeuw van Weenen, 2004; Witherspoon et al., 2013）．

Witherspoon et al.,（2013）では，知識共有の先行要因研究は知識共有意思・態度，知識共

有による報酬，組織文化の３つに分けられることが指摘され，メタ分析によってこれら３

つのカテゴリーすべてが知識共有意思・行動と正の関係にあることが示された． 

そのほかにも，情報や知識共有を促進する要因としてモチベーション（堀江他, 2007; 

Lin, 2007）やコミットメント（Van den Hooff & de Leeuw van Weenen, 2004），パーソナ

リティ（Borges, 2013; Mooradian et al., 2006）などが主たる要因として研究されてきた．

Lin（2007）では，内発的モチベーションと一部の外発的モチベーションが知識共有態度

と意思にどちらもそれぞれ正の関係にあることが指摘された．堀江他（2007）でも，内発

 

3 しかしながら，同時に，ダイバーシティの程度が高いことは集団の凝集性などのプロセ

スによって集団の多様な情報の利用が阻害されることもある． 
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的モチベーションが知識提供と正の関係にあることが示されている．また，Van den Hooff 

and de Leeuw van Weenen（2004）によると，組織的コミットメントも知識の提供と収集

のどちらとも正の関係にある． 

モチベーションやコミットメントはある程度組織特殊的なものであり，他の組織に移れ

ば変化し，先天的なものではない．対照的に，情報共有に対して影響を及ぼす，ある程度

先天的な個人要因としてパーソナリティが存在する．パーソナリティに関しては複数の要

因が検討されてきていて，例として，Mooradian et al.（2006）では，調和性が同僚との信

頼を形成することで共有が促進することを指摘した．そのほかには，個人特性としての勤

勉性が情報共有と正の関係にあり，外向性と負の関係にあることなどが指摘されている

（Borges, 2013）． 

組織要因や個人要因は情報共有に影響を与える重要な要因である．ただし，情報共有は

人と人との相互作用であることを考えると，個人間の関係性やそれによるネットワークな

どを考慮しなくてはならない． 

 

3.2. ネットワーク研究から見た情報共有の先行要因 

組織構成員の公式的・非公式的関係性は組織内の情報や知識の共有に対して影響を及ぼ

す（Abrams, 2003）．組織構成員の関係性を分析対象とする場合の一つの方法として社会

ネットワーク分析（social network analysis）が存在し，それを活用して多様な議論がネッ

トワーク論として経営学においても展開されてきた（e.g., Carnabuci & Diószegi, 2015;  

Sparrowe et al., 2001; Tröster et al., 2019）． 

その中でも，情報共有の議論を活用しながらネットワーク論の視座から研究を行ったも

のも存在する（e.g., Reagans & Zuckerman, 2001; Summers et al., 2012）．Summers et al.,

（2012）では，チームのネットワークを分析し，情報移転がチーム内調整の変動を抑制す

るかことが明らかになった．さらに，結果的に，調整の変動はタスク・パフォーマンスと

負の関係にあることが示された．そのほかにも，Reagans and Zuckerman（2001）では，

チーム内の派閥があったとしてもチームの密度が高ければ相互作用の頻度が高まることで

情報移転が起こり，チームのパフォーマンスが高まるという前提を置き，ネットワーク密

度とチームの生産性は正の関係にあることが指摘された．  

これらの研究に一貫して言えることは，ネットワーク構造が情報共有に影響を及ぼした

結果として，何らかのパフォーマンスが変動していることを説明している．しかしながら，

これらの研究では仮説構築の論理としては情報共有の議論が採用されているものの，実際

に情報共有が測定されているわけではない．つまり，これらの議論からは本稿の主眼であ

る情報共有に影響を及ぼす要因について，正確には明らかになっていない．したがって，

組織内ネットワーク構造と情報共有の関係性に限定して，既存の知見を整理する必要があ

る． 

ネットワーク論の文脈における情報共有の考え方の一つとして，重要な古典的議論の中
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にネットワークの弱い紐帯（weak ties）という概念が存在する．Granovetter（1973）では，

強い紐帯で結ばれている相手よりも弱い紐帯で結ばれている相手からの方がより有益な情

報が得られると指摘されている．Granovetter は，自身が頻繁に相互作用するような関係

（強い紐帯）ではない，関係の希薄な相手との関係性を弱い紐帯と定義した．そのような

弱い紐帯で結ばれる相手からは自身が頻繁に相互作用するような集団と異なる集団に所属

しているため，有益な情報を弱い紐帯を通じて獲得できる．また，Burt（1992）では，強

い紐帯で結ばれているような集団では，情報が冗長になる傾向にあるため，他の分断され

た集団との間に存在する構造的空隙を埋めるような，関係性を構築することで，その間に

位置するブリッジ（媒介者）が情報利益を得られることが指摘されている．したがって，

このような弱い紐帯や構造的空隙を埋めるようなブリッジの役割を担う構成員が情報共有

を促進させるのである． 

Granovetter や Burt の議論から，個人間の「関係性」による要因も情報共有の程度に影

響を及ぼすと解釈することができる．本稿では，このような要因を関係要因と呼ぶことと

する．これらの古典的な議論に依拠して，いくつかの研究で関係要因に着目して情報共有

について分析を行っている（e.g., Borges, 2013; Hansen, 1999; Kharabsheh, 2007）． 

Hansen（1999）では，知識の複雑性とネットワーク構造，集団のパフォーマンスの関

係を分析している．その結果，知識の複雑性の高いものは，強い紐帯でないと移転が困難

であることが示された．これは，Granovetter（1973）の弱い紐帯の有益性の議論をより

発展させた結果と言えるだろう．Hansenの議論では，確かに有益な知識は弱い紐帯から得

られることを確認しているものの，強い紐帯の強さも一方で存在していることを示してい

る．これらの議論と情報共有の議論を統合すると，複雑な言葉では簡単には伝達できない

暗黙の情報，言い換えると，粘着性の高い情報は強い紐帯の方がうまく伝達できるという

ことが言える．このことは，強固な関係性やネットワークを有することと組織構成員間の

信頼が知識共有と正の関係にある，と主張する既存研究とも整合的である（Kharabsheh, 

2007; Mooradian et al., 2006）．同様に，Borges（2013）でも，強い紐帯が暗黙知の共有を

促進するということが指摘されている． 

情報共有研究とネットワーク研究の知見を統合すると，組織内の情報共有に影響を及ぼ

す要因である個人要因，関係要因，組織要因はそれぞれ分析レベルごとに３つに分類する

ことができ，それぞれ分析の範囲としてミクロなレベルからマクロなレベルまで存在して

いることがわかる．これらの要因は図 1 のように情報・知識共有に対してそれぞれ影響を

及ぼすのである． 
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図 1：情報共有とそれに影響を及ぼす要因 

 

 

4. 情報共有における個人の選択と情報専有行動 

ここまでの議論は基本的に情報共有行動がどのような要因によって促進されるのかとい

う議論で，暗黙のうちに組織構成員は必ず情報共有に対して肯定的な感情を抱いていると

いう想定を置いている．ここで議論の余地が残される問いとして，常に組織構成員は情報

共有を行いたいものとして捉え，状況によっては情報共有が促進され，そうでない場合は，

促進しないという単純な議論なのだろうか． 

既存研究によると，組織構成員は必ずしも情報共有行動を常に行うように駆動している

わけではなく，情報をあえて共有しないという情報共有に対してマイナスの行動も取る

（Campbell et al., 2002; Chung et al., 2016; Dyne et al., 2003; Haas & Park, 2010; Kang, 

2016; Witherspoon et al., 2013 ）． こ れ は ， 言 い 換 え る と ， 情 報 専 有 （ Information 

withholding）が存在するということを意味する4．ここまでの議論は，集団や組織内で情

報共有が促進することのメリットを指摘してきた．しかしながら，個人レベルのミクロな

視点で見てみると，必ずしも肯定的に捉えられない場合がある．それは，状況によっては

情報を自身の利益のために専有することが肯定されるためである．他者に対して自身の持

つ情報や知識を共有することが大きなメリットを生まず，さらにはデメリットにさえなる

場合は情報専有が起こるのである．たとえば，ある成果主義的組織において，組織構成員

の持つ情報が他の構成員との差別化になる場合，自身でその情報を独占するほうが個人の

利益としては大きくなり，共有してしまうと価値が低減するため情報を専有するというこ

とがある．そのほかにも，対人関係においてうまくいっていない相手に対して情報をあえ

て流さないということも考えられる． 

 

4 同様に，情報の貯め込み（information hoarding）も類似概念としてしばしば用いられる

（Bilginoğlu, 2019）． 

個人要因 

（モチベーション，コミットメント，

パーソナリティ） 

関係要因 

（密度，つながりの強さ，信頼関係） 

組織要因 

（環境の不確実性，組織能力，組織構

成，IT インフラ） 

情報・知識共有行動 
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このように情報共有行動と対置する形で情報専有行動が存在するのである．この２つの

行動はそれぞれ密接に関連しているが，独立して存在している（Kang, 2016）．Dyne et al.

（2003）では，従業員の沈黙と発言の文脈で自身が情報を共有することを発言とし，専有

することを沈黙としていて，それらが多次元の構成概念であることを指摘している．つま

り，情報専有行動が促されなかったとしても，それは必ず情報を積極的に共有することを

意味しているわけではない．同様に，ある特定の要因の変動によって情報共有行動が促進

しなかったとしても，それは情報をあえて共有しないという行動に行き着くわけでもない．

一例として，ある情報を持つ構成員を想定した場合，自身の利益と関連しない情報を有し

ているのであれば積極的にその情報を他者に対して共有しようと試みるわけではない．対

照的に，情報の重要性が低く，共有を他者が望んでいない場合であれば，あえて情報を専

有しようということにはならない．このように，情報共有行動と情報専有行動は独立した

行動であり，組織構成員は，情報共有のコストがあることと，情報共有・専有の利益や他

の要因を同時に考え，情報共有に対する行動を決定している（Cabrera & Cabrera, 2002）． 

図 2 のように，これら２つの行動には互いに重なり合う部分が存在し，その重なり合う

部分で行動の選択を行っているのである．ただし，情報が共有されたのか，あるいは，さ

れなかったのかの結果だけに注目すれば，それは情報共有が起こったのか，起こらなかっ

たのかの２択になってしまう．これまでの研究の多くは結果に着目していて，情報共有，

あるいは，情報専有の結果だけに焦点を当て，分析が行われているという問題が残されて

いる．この問題を解決するために，情報が共有される，あるいは，されないという状態に

行き着く個々人の選択には，ここまで議論してきた通り情報共有行動と情報専有行動が独

立して作用していて，その重なり合う部分の中で個々人は意思決定を行っていることを考

慮しなくてはならない．そのため，情報が共有されたのかの結果に着目する場合は，これ

ら２つの行動を分けて考え，同時に分析対象としながら情報共有がなされたのかについて

分析する必要がある． 

 

図 2：情報共有行動と情報専有行動における実際の組織構成員の選択的行動 

 

情報共有行動 情報専有行動 選択的行動 
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さらに，選択的行動がどのようにして決定されるのかを議論するためには，組織内の情

報共有行動と同様に情報専有行動がどのような要因に影響を受けるのかを明らかにする必

要がある．情報専有行動の先行要因に関する研究は十分ではないながらも，情報専有行動

に影響を及ぼす要因として，個人要因や関係要因，組織要因について指摘した研究も存在

する（Blumenthal et al., 2006; Cabrera & Cabrera, 2002; Haas & Park, 2010; Strik et al., 

2021）． 

具体的に指摘されている組織要因にかかわる議論として，職務上のネガティブな相互依

存関係が組織内に存在することは専有行動を促進する要因となる（Strik et al., 2021）．ま

た，情報の共有が成果と強く結びつくような組織かどうかなどの組織要因も情報専有を行

うかどうかに関連する（Cabrera & Cabrera, 2002）． 

個人要因としては，情報を共有した過去の経験や性別などが挙げられる（Blumenthal et 

al., 2006）．また，情報を共有することへの個人の期待も情報共有行動に影響を及ぼす

（Strik et al., 2021）5． 

さらに，情報専有は関係要因によっても影響を受け，その代表的な議論として参照集団

による影響がある（Haas & Park, 2010）．Haas and Park（2010）では，ある科学者の参照

集団が情報専有行動を取っているほど，自身も情報専有行動を取りやすくなり，その効果

が参照集団の専門性と自身の専門性の類似性と正の関係にあることを指摘された．さらに，

それらの関係性は参照集団のメンバー間の情報専有のレベルの分散が大きいと弱まる． 

情報専有行動に影響を及ぼす要因の研究自体がそれほど進んでいないことも今後の研究

課題の一つである．Witherspoon et al.,（2013）によると，知識共有の分析において，サン

プルの協力バイアスと呼ばれる，知識共有に主体的に協力するような対象がサンプルとな

っていることが指摘されている．つまり，情報・知識共有研究に関する調査に協力してく

れる人は，共有に対して積極的な人ばかりがサンプルになっているということである．そ

のため，情報・知識共有の文脈では情報・知識の専有や貯め込み，個人の優位性や個人の

利益確保のために価値のない情報・知識を提供するという顕在化していない行動が存在し，

これらのデータ収集が困難であることがこの種の研究の蓄積が不十分であるという要因の

一つであると考えられる． 

 ここまで本稿は情報・知識共有に影響を及ぼす要因とそれと対立する概念として存在し

ている情報専有に関する研究を整理してきた．本稿で指摘した３つの要因はどれも情報・

知識共有行動や情報・知識専有行動に対して大きな影響をそれぞれ及ぼしている．しかし

ながら，これらの要因というのは独立に存在しているわけではなく，相互に関連性が存在

する．個人特性に基づいて関係性が構築され，その関係性が組織の特性を形成する．また，

これは逆も存在し，組織特性によって関係性が影響を受け，その関係性によって個人特性

 

5 紙幅の関係で照会できないが，Strik et al.,（2021）では，レビュー論文として，そのほ

かにも多数の要因が指摘されている． 
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が変化することがある．具体的には，モチベーションの高い構成員は，より組織内で多く

の関係性を構築し，組織全体の離職率を低下させることもある．また，成果主義的な組織

であれば，協力関係が醸成されず，より構成員が個人主義的な考え方を持つ，ということ

も考えられる．このように相互にそれらの要因は関連していて，一概に個人・関係・組織

の要因のうちひとつの要因から情報共有行動や情報専有行動を明らかにすることは困難で

ある．したがって，本来であれば，それらの知見を統合し，要因間の相互作用を考慮しな

がら情報共有行動と情報専有行動に伴う情報の共有を分析する必要がある．これらの知見

を統合し，それらをまとめた概念図として図３に示す． 

 

図３：本研究における組織内の情報・知識の共有に関する概念図 

 

 

5. 情報共有における研究課題と今後の展開 

 本研究の主たる貢献点を既存研究の問題点と合わせて３つ示したのちに，今後の展開を

提示する．１つ目の貢献点は，組織内の情報共有行動の要因研究を主に３つのレベルに分

け，それらを統合することの必要性を示した点にある．情報共有行動に関連した研究は主

に，個人特性や個人の態度など個人に還元できる要因と組織の特性によって議論されてき

た．他方で，情報共有に影響を及ぼす要因として，主にネットワーク論のコンテクストで

人と人との関係性であるネットワークに着目して研究が進められてきた．この個人要因，

組織要因，関係要因の３つの要因がどれも組織内の情報共有に対して影響を及ぼすものの，

それぞれが独立して分析が行われているという問題点が存在する．たとえば， Hansen

個人要因 

（モチベーション，コミット

メント，パーソナリティ） 

関係要因 

（密度，つながりの強さ，信

頼関係） 

組織要因 

（環境の不確実性，組織能

力，組織構成，IT インフラ） 

情報・知識専有行動 

情報・知識共有行動 

情報・知識の共有 
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（1999）の研究を応用し，労働集約的な組織と知識集約的な組織における組織内のネット

ワークの違いによる情報共有行動の程度を分析するということもありうる．したがって，

情報共有に対して影響を及ぼす要因間での相互依存関係が存在するため，それらの知見を

統合し，同時に分析を行う必要があるだろう． 

次に２つ目は，情報専有行動に影響を与える要因研究が十分になされていない点を指摘

したことにある．本稿では，それぞれ３つの要因に分けて先行要因を分類してきた．それ

ぞれの要因において，情報専有行動研究が不足している．これは，データとして収集が困

難であるという問題に起因するものの，実際の組織内の情報共有について理解するために

は明らかにされる必要があることから大きな問題となる（Witherspoon et al., 2013）．特に，

組織内で情報や知識が共有される必要性の高い組織の場合は情報専有行動の先行要因を明

らかにすることで，組織内の情報共有の効率性を高めるための方法を考える手助けとなる

だろう． 

３つ目は，実際に組織内での情報の共有が起こるプロセスを理解するために，情報共有

行動と情報専有行動の両方を考慮し，組織構成員の選択を分析する必要があることを示し

た点である．つまり，どちらか一方の行動だけで，組織内の情報の共有を捉えることは問

題が存在する，ということである．組織構成員は情報を共有する行動と組織内の他の構成

員に情報をあえて共有しないという行動の両方にかかわる選択を日々行っている．これは，

それぞれの行動が単一次元で表現できるものではないことから，情報が共有されるかに対

して情報共有行動と情報専有行動がそれぞれ独立した複数の要因とその要因間の相互作用

によって左右され，情報を共有するのか専有するのかなどの非常に複雑な選択が行われて

いる．したがって，この複雑な現象を紐解くことが今後の課題として残される．  

 本稿の実務的な含意は，情報共有の３つの要因のどこに問題があるのかを一つの要因に

限定して着目するというよりは情報共有について多角的な先行要因とその相互依存関係か

ら情報共有の促進について考える必要性があるということを示した点にある．さらに，な

ぜ情報共有が促進しないのかという視点だけでなく，なぜ情報専有が起こるのかという視

点も同時に持ち合わせることでより本質的な組織内での情報共有の理解につながる． 

主たる今後の研究展開は図３で示した概念図を基に情報・知識の共有に至る要因を検討

していくことである．その中で，２つの行動を同時に分析対象としながら，３つの要因を

複合的に分析する必要がある．一般的に，定量研究として本研究の概念図の通り，実証し

ていくことも考えられるが，複数のサンプルから関係要因を分析するためのネットワーク

のデータを収集することが困難である（Van Hoye et al., 2009）．この問題を解決する方法

として，ネットワークデータを使わずにネットワーク特性を抽出する方法も存在する

（e.g., Van Hoye et al., 2009; Wanberg et al., 2002）．ネットワーク特性をデータとして抽出

することで，関係要因の分析が行えるようになり，実証研究に落とし込むことが可能にな

るかもしれない．しかしながら，情報専有行動に関する，データとしての収集困難性は解

決できない部分が残される（Witherspoon et al., 2013）．したがって，補完的にシミュレー
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ション研究を行うことが想定される．シミュレーションでは，現実に近似させた設定から

モデルを適用させ，データを収集することが可能である．その中でも，特に有効な分析手

法としてマルチエージェント・シミュレーションがある．マルチエージェント・シミュレ

ーションは，個々人の主体性を反映できるため，情報共有行動をとるのか情報専有行動を

とるのかの主体的な選択について，仮想で設定された組織構成員が多様な要因から自ら判

断し，行動するというより現実に近いモデルの構築が可能となり，想定される研究とも親

和性が高い（Macy & Willer, 2002）．しかしながら，シミュレーション研究は恣意的に多様

な設定を取れることから，結果に対する妥当性を問題視されることがある．そのためにサ

ーベイ調査による実証研究とシミュレーション研究を組み合わせ，より妥当性の高い情報

共有の分析を行うことが想定される6． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 シミュレーション研究において，サーベイ調査等の他の手法と相互補完的に研究するこ

とで相乗効果があることが指摘されている（稲水, 2021）． 
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